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議案第１４号 

   平成３１年度銚子市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 平成３１年度銚子市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８３７，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

  平成３１年２月１３日提出 

                                                 銚子市長 越 川 信 一 



第 算

2. 手 数 料

－

1

5. 繰 入

3

金 227,326

7

1. 一 般 会 計 繰

3

入 金 227,326

－

6. 繰 越 金 1

歳

,100

1

　

. 繰 越 金 1,100

入

7. 諸 収 入 3,372

1

１

. 延滞金、加算金及び過料 12

2. 雑 入 3,360

歳 入 合 計 837,000

歳

（

　出 （単位 千円）

款

単

項 金 額

1.

位

総 務 費 22,891

 

1. 総 務 管 理

千

費 21,895

表

円

2. 徴 収 費 996

）

2. 後期高

款

齢者医療広域連合 81

項

1,725

納

金

付 金 1. 後

額

期高齢者医療広域連合 811,725

納 付 金

3. 諸 支 出 金 2,084

1. 償還金

　

及び還付加算金 2,0

1

84

4. 予

.

備 費 300

後

1. 予 備 費 300

期

歳 出 合 計 837

高

,000

齢者医療

歳

保険料 605,201

入

1. 後期高

歳

齢者医療保険料 605

出

,201

2

予

. 使 用 料 及 び 手 数 料 1
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後 期 別

険 料 605,201 6

会

10,175 △4,9

計

74 72.3

歳

2. 使 用 料 及 び

入

手 数 料 1 1 0 0.0

歳

△ 国 庫 支

出

出 金 3,400 △3,

予

400 -

算

5. 繰 入 金 227,

事

326 224,468

高
項

2,858 27.2

別

6. 繰 越

明

金 1,100 1,10

細

0 0 0.1

書

7. 諸 収 入 3,3

（

72 4,856 △1,

当

484 0.4

　

歳 入 合 計 83

初

7,000 844,0

）

00 △7,000 10

齢

1

0.0

. 総　括

（歳　入）

者

（単位 千円）

医

款 本年度予

療

算額 前年度予算額 比 較

事

 割 合 (％)

－37

業

5－

特

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保



（歳 円

1. 総 務 費

）

22,891 24,738 △1,847 2.7 22,891

2. 後期高齢者医療広域連合納付金 811,725 815,373 △3,648 97.0 810,625 1,1

　

00

3. 諸 支 出 金 2,084 3,589 △1,505 0.3 2,084

4. 予 備 費 300 300 0 0.0 300

本

歳 出 合 計 837,0

出

年

00 844,000 △

度

7,000 100.0

予

835,900 1,1

算

00

額 の 財 源 内 訳

）

款 本年度予算額 前年度

（

予算額 比 較  割 合 (

単

％) 特 定 財 源
一 般 財 源

位

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の

 

他

－376－ －377

千

－



42,448 △10,124 1. 現 年 度 分 432,324 現年度分

2. 普 通 徴 収 保 険 料 1

2

72,877 167,

.

727 5,150 1.

歳

現 年 度 分 170,45

　

5 現年度分

入

（

2. 滞 納 繰 越

款

分 2,422 滞納繰越

）

分

1.

計 605,201 61

後

0,175 △4,97

期

4

高

（款） 2.使用料

齢

及び手数料 （項） 2.

者

手数料

医

1. 手 数 料 1 1 0

療

1. 手 数 料 1 証明手数

保

料

険料

（款） △国庫支

（

出金 （項） △国庫補助

項

金

）

△ 国 庫 補 助 金 3,40

1

0 △3,400

.後

（

期

款） 5.繰入金 （項）

高

1.一般会計繰入金

齢

1.

者

事 務 費 繰 入 金 21,9

医

14 20,382 1,

療

532 1. 事 務 費 繰 入

保

金 21,914 職員給

険

与費等繰入金 19,6

料

27

（

事務費繰入金 2,2

単

87

位 

2. 保険基盤安定

千

繰入金 205,412

円

204,086 1,3

）

26 1. 保険基盤安定

節

繰入金 205,412

目

保険基盤安定繰入金

本 年

計 2

度

27,326 224,

前

468 2,858

年

（

度

款） 6.繰越金 （項）

比

1.繰越金

較

1. 繰 越 金 1

説

,100 1,100 0

明

1. 繰 越 金 1,100

区

前年度繰越金

分 金

（款

額

） 7.諸収入 （項） 1.延滞金、加算金及び過料

1. 延 滞 金 12 12 0 1. 延 滞 金 12 普通徴収延滞金

－378－  －379－

1. 特 別 徴 収 保 険 料 432,324 4



賦金収入 1,271

雇用保険料被保険者負担金収入 5

後期高齢者医療保険料還付金等返還金収

（

入 2,084

款

－38

）

0－  －381－

7.諸収入 （項） 2.雑入
（単位 千円）

節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

1. 雑 入 3,360 4,844 △1,484 1. 雑 入 3,360 広域連合事務費分



1. 一般管理費 21,895 23,929 △2,034 21,895 2. 給 料 8,627 一般職　２人分

3. 職員手当等 5,176 扶養手当 240

3

通勤手当 12

.

0

歳

時間外勤務手

　

当 1,652

出

期

（

末手当 1,879

款）

勤勉手当 1,285

1.総

4. 共

務

済 費 2,760 共済組

費

合負担金 2,492

（項

公務災害負担金 1

）

5

1

労働保険料 1

.

5

総

社会保険料 2

務

38

管理

9

費

. 旅 費 10 普通旅費

（単位

11. 需

 

用 費 539 消耗品費 5

千

1

円

印刷製本費 4

）

88

本 年

1

度

2. 役 務 費 1,504

の

通信運搬費

財 源 内

13. 委 託 料 20

　

6 業務委託料

訳 節

目

14. 使用料及

本

び 5 有料道路通行料等

年 度

賃 借 料

前 年 度

19. 負担金、

比

補助 3,068 負担金

較 特

及び交付金

定 財

計 2

源

1,895 23,92

説

9 △2,034 21,

明

895

一

（

般

款） 1.総務費 （項）

財

2.徴収費

源

1.

区

徴 収 費 996 809 1

分

87 996 1. 報 酬 1

金

59 非常勤職員報酬

額

国県

4. 共 済

支

費 26 労働保険料 2

出金

社会保険料 24

地 方

 －383－

債

－382－

そ の 他



11. 需 用 費 147 消耗品費 11

印刷製本費 136

12. 役 務 費 664 通信運搬費 359

手数料 305

（款

計 996 809 187

）

996

1

（

.

款） 2.後期高齢者医

総

療広域連合納付金 （項

務

） 1.後期高齢者医療

費

広域連合納付金

（項

1. 後期高齢者 811

）

,725 815,37

2

3 △3,648 810

.

,625 1,100 1

徴

9. 負担金、補助 81

収

1,725 負担金

費
（

医療広域連合 及び交

単

付金

位

納 付 金

 千

計 8

円

11,725 815,

）

373 △3,648 8

本

10,625 1,10

年

0

度

（款）

の

3.諸支出金 （項） 1

財

.償還金及び還付加算

源

金

内

1. 保険料還

　

付金 2,034 3,4

訳

39 △1,405 2,

節

034 23. 償還金、

目

利子 2,034 還付金

本 年

及び割引料

度 前 年

2. 還付

度

加算金 50 150 △1

比

00 50 23. 償還金

較

、利子 50 還付加算金

特 定

及び割引料

財 源

計 2

説

,084 3,589 △

明

1,505 2,084

一般

（款） 4

財

.予備費 （項） 1.予

源

備費

区

1. 予 備 費

分

300 300 0 300

金 額

国

計 300 300 0 30

県

0

 －385－－38

支

4－

出金 地 方 債 そ の 他



１　特　別　職
（単位　千円）

期 末 手 当
年間支給率
(月 分)

　人

長 等

議 員

5 159 159 26 185 

計 5 159 159 26 185 

　人

長 等

議 員

5 143 143 24 167 

計 5 143 143 24 167 

　人

長 等

議 員

0 16 16 2 18 

計 0 16 16 2 18 

給　与　費　明　細　書

比 較

その他の
特 別 職

その他の
特 別 職

本 年 度

その他の
特 別 職

前 年 度

通 勤 手 当

給 与 費

共 済 費 合 計区　　　分 職 員 数
報 酬 給 料 計

－386－



２　一　般　職

　⑴　総  　括
 

人
(  1)

2 

(  1)
2 

(  0)
0 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

（単位　千円）

区 分

本年度

前年度

比　較

113 

16,563 

8,514 4,237 12,751 2,507 

13,803 

253 1,052 

29 852 

15,258 

8,627 5,176 

1,879 

2,760 

時間外勤務手当

240 

58 

800 

1,285 

勤 勉 手 当期 末 手 当

120 1,227 

1,305 

職  員

手当の

内  訳 1,850 

0 0 

扶 養 手 当

240 

本 年 度

前 年 度

比 較

1,652 120 

通 勤 手 当

939 

区　　分
給　　　　与　　　　費

職員数

（単位　千円）

給    料 職員手当 計
共　済　費 合　　計 備　考

－387－



⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

給 料 113 昇給に伴う増加分 129 

制度改正に伴う増加分 30 

その他の増減分 △ 46 

職 員 手 当 939 制度改正に伴う増加分 37 

その他の増減分 902 

増 減 事 由 別 内 訳

－388－



（単位　千円）

平均昇給率 1.53％

職員数 2人

給与改定の状況

　給料の改定率

　実施時期 平成30年4月

職員の変動等に係る増減分 職員数の異動状況

 

2人 - 人 2人

2人 - 人 2人

0人 0人 0人

給与改定に伴う支給割合の変更

勤 勉 手 当 37 　支給割合 （改定後）年間1.85月分　（改定前）年間1.80月分

実施時期　 平成30年12月

時間外勤務手当 852 職員の変動等に係る増減分

期 末 手 当 29 

勤 勉 手 当 21 

増 減

（ そ の 他 ） （ 計 ）

給与改定に伴う増分

　前年度
平均0.22%

説 明 備 考

本 年 度

前 年 度

現 に 在 職
す る 職 員 数

－389－



⑶　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

円 円 円 円

　ウ　期末手当・勤勉手当

   (    )内は、再任用職員及び任期付短時間勤務職員

国 の 制 度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.225 2.225 4.450

前 年 度
(1.075) (1.225) (2.300)

有
2.125 2.275 4.400

有(1.175) (1.175) (2.350)
2.225 2.225 4.450

6　月 12　月

本 年 度
       月分        月分        月分

一般行政職 153,000 187,200 148,600 180,700

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考

区 分 高 校 卒 大 学 卒
国 の 制 度

高 校 卒 大 学 卒

区 分 一般行政職

平均給料月額 299,650 円

平均給与月額 330,419 円

平 均 年 齢 37. 4 歳

平成31年1月1日現在

平成30年1月1日現在

平均給料月額 293,250 円

平均給与月額 338,626 円

平 均 年 齢 36. 4 歳

－390－



　エ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　その他の手当

通 勤 手 当 同

47.709000
(支給率等)

（3%～45%加算）

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
（2%～20%加算）

国の制度 定 年 前 早 期
退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000

備　考
勤続の者 勤続の者 勤続の者

支給率等

     月分      月分      月分      月分
定 年 前 早 期
退職特例措置

区 分
２０年 ２５年 ３５年

最高限度
その他の加算
措 置 等

－391－



　カ　級別職員数及び標準的な職務内容

級 職員数 構成比

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( 1) (100.0)

( 1) (100.0)

2 100.0 

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( 1) (100.0)

( 1) (100.0)

2 100.0 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

8級

6級

7級

5級 主 査

標 準 的 な
職 務 内 容

計

3級

2級 主 事

1級 主 事

4級

区 分

平成 30年１月１日現在

一 般 行 政 職

平成 31年１月１日現在

8級

7級

6級

5級 主 査

4級

3級

2級 主 事

1級 主 事

計

－392－



　キ　昇　　給

（Ａ） 2 人  

（Ｂ） 2 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

（Ａ） 2 人  

（Ｂ） 2 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

区 分

４号給

６号給

昇給に係る職員数

一 般 行 政 職

比 率

本

年

度

職 員 数

１号給

３号給

５号給

６号給

比 率

８号給

４号給

８号給

号給数別

内　　訳

２号給

号給数別

内　　訳

前

年

度

職 員 数

昇給に係る職員数

１号給

３号給

５号給

２号給

－393－
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